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２．法令等の整備	 

（１）法令等の体系	 

	 かつて環境関係の法令は、公害の防止を目的として昭和 42年に制定された、「公害対策基本法」を中心と

して構成されてきました。	 

しかし、今日の環境問題は、人間の活動の拡大に伴う地球の温暖化やオゾン層の破壊等の地球環境問題、

廃棄物や生活雑排水による水域の富栄養化など都市・生活型環境問題のように、私たちの日常生活や事業活

動の基本的な要素が原因となる問題が多くなってきています。	 

このような環境問題の特質の変化を踏まえ、新たな環境問題に対応するため、５年 11月、「公害対策基本

法」に代わる「環境基本法」が施行されました。	 

	 「環境基本法」は、『環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進することにより、現在及び将来の

国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに人類の福祉に貢献する』ことを目的としており、環境

の保全についての基本理念、国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を定めたほか、環境基本計画の策定、

環境基準の設定、公害防止計画の策定、環境影響評価の推進、排出等の規制、地球環境保全等に関する国際

協力等、環境の保全に関する基本的な事項を規定しています。	 

	 同法の趣旨を受けて大気汚染、水質汚濁等に係る環境基準が定められているほか、「大気汚染防止法」、「水

質汚濁防止法」等の法律によって具体的な排出基準が定められ、実際の規制等が行われています。	 

	 また、廃棄物の処理・リサイクルについては、12年６月に循環型社会の形成に向けた基本的枠組みを規定

した「循環型社会形成推進基本法」が制定されました。	 

さらに、これと併せて「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」が改正されたほか、「資源の有効利用の促

進に関する法律」や「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」などが整備され、既に制定されてい

た「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進に関する法律」などと共に法体系が整備されました。	 

自然環境の保全については、20年６月に生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関する基本原則を定め

た「生物多様性基本法」制定されました。	 

	 このほか、公害紛争の処理、健康被害者の救済等を目的としてそれぞれ「公害紛争処理法」、「公害健康被

害の補償等に関する法律」が定められています。	 

	 一方、都道府県及び市町村では、法律を補完するものとして、各種の条例を定めています。	 

	 県では、「環境基本法」の制定を受け、７年４月に「千葉県環境基本条例」を施行しました。	 

併せて、従来の「千葉県公害防止条例」に代えて「千葉県環境保全条例」を７年 10 月に施行したほか、

地域の特性を考慮して、「大気汚染防止法」及び「水質汚濁防止法」に基づき、同法に定められた排出基準よ

り厳しい基準を条例（上乗せ条例）で定めています。	 

	 なお、県条例が、大気汚染、水質汚濁、地盤沈下等の広域的公害対策について規定しているのに対して、

騒音、振動、悪臭等の局地的公害対策については、市町村条例で規定しています。	 

	 自然環境の保全に関しては昭和６年に国立公園の制度が設けられて以来、「自然公園法」、「森林法」、「鳥獣

保護及狩猟ニ関スル法律（現・鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成 15年４月 16日施行））」な

どにより進められてきましたが、昭和 47年に「自然環境保全法」が制定されたのを受けて「千葉県自然環境

保全条例」を制定し、自然保護の体制が整いました。	 

	 さらに、「千葉県環境基本条例」の制定を契機に「千葉県自然環境保全条例」の理念を基本条例に盛り込み、

生活環境保全と自然環境保全を一元化して、広く環境保全に取り組む枠組みが整備されました。 
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法価評響影境環価評響影境環法本基境環

公害防止 排出時の規制等 大気汚染 大気汚染防止法
自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法

水質汚濁 水質汚濁防止法
湖沼水質保全特別措置法
特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の水質の保全に関する特別措置法

法止防臭悪臭悪

法制規音騒音騒
公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律
特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法

法制規動振動振

地盤沈下 工業用水法
（地下水位の低下） 建築物用地下水の採取の規制に関する法律

土壌汚染 土壌汚染対策法
農用地の土壌の汚染防止等に関する法律

化学物質 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律
ダイオキシン類対策特別措置法
特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律

律法るす関に備整の織組止防害公るけおに場工定特務責の等者業事

法構機生再全保境環人法政行立独置措的済経
中小企業環境保全施設整備資金融資制度

法道水下備整の設施
廃棄物の処理及び清掃に関する法律
産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律
浄化槽法

法理処争紛害公済救者害被
律法るす関に等償補の害被康健害公理処争紛

律法るす関に罰処の罪犯害公る係に康健の人罪犯害公

法担負者業事費業事止防害公担負用費
律法るす関に置措別特の上政財の国る係に業事るす関に止防の害公置措政財

廃棄物の適正処理 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
リサイクル 資源の有効な利用の促進に関する法律

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律
特定家庭用機器再商品化法
食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律
使用済自動車の再資源化等に関する法律
ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法
国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律
平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された
放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法

自然保護 自然環境保全法

自然公園法
自然再生推進法
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律
絶滅のおそれのある野生動植物の種に関する法律
動物の保護及び管理に関する法律
特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律

律法るす関に進推の策対化暖温球地等全保境環球地

特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律
特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律
海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

法画計用利土国等制規用利地土

都市計画法
森林法
自然環境保全法
自然公園法
建築基準法
工場立地法

【条例・要綱等】

例条るめ定を準基出排きづ基に法止防染汚気大染汚気大全保の境環活生

千葉県ディーゼル自動車から排出される粒子状物質の排出の抑制に関する条例

千葉県揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例

水質汚濁 水質汚濁防止法に基づき排水基準を定める条例
千葉県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例
千葉県浄化槽取扱指導要綱
湖沼水質保全特別措置法に基づき指定施設等の構造及び使用の方法に関する基準を定める条例

土壌汚染 千葉県土砂等の埋立等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例

環境影響評価

千葉県廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する指導要綱

自然保護

施設の整備・管理

千葉県環境基本
条例

廃棄物・リサイク
ル対策

廃棄物・リサイク
ル対策

循環型社会形成
推進基本法

千葉県環境保全
条例

千葉県環境影響評価条例

千葉県廃棄物の処理の適正化等に関する条例

千葉県県外産業廃棄物の適正処理に関する指導要綱

千葉県硫酸ピッチの生成の禁止に関する条例

千葉県いすみ環境と文化のさとセンター設置管理条例
千葉県手賀沼親水広場設置管理条例

千葉県行徳野鳥観察舎設置管理条例

千葉県自然環境保全条例

千葉県立自然公園条例

千葉県自然公園施設設置管理条例

 
 （注）本図は業務上関連する法律を掲載したもので、すべての法律を網羅するものではありません。 

環境関係法律・条例体系図 
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（２）環境行政年表

年 月 県 年 月 国

川崎製鉄㈱（現ＪＦＥスチール㈱）千葉製鉄所

第 高炉火入れ

「清掃法」制定（ 施行）

「工業用水法」制定（ 施行）

東京電力㈱千葉火力発電所が発電開始 「自然公園法」制定（ 施行）

「騒音防止条例」制定（ 施行）

本州製紙工場事件（本州製紙江戸川工場からの

排水で浦安沿岸から葛西沖にかけて魚介類の

大量死滅が発生、監督官庁からの指導に従わな

い工場に対し、被害を受けた漁民たちが工場に

乱入し警官隊と衝突した事件。）

「下水道法」制定（ 施行）

自然公園法に基づき「南房総国定公園」を指定

「公共用水域の水質の保全に関する法律」及び

「工業排水等の規制に関する法律」制定（

施行 年水質汚濁防止法の制定により廃止）

県衛生民生部環境衛生課に「公害係」設置 自然公園法に基づき「水郷筑波国定公園」を指

定

「千葉県立自然公園条例」制定（ 施行）

オスジカの県下一円捕獲禁止

「建築物用地下水の採取の規制に関する法律」

（ビル用水法）制定（ 施行）

「ばい煙の排出等の規制に関する法律」（ばい

煙規制法）制定（ 施行）

「千葉県公害防止条例」制定（ 施行）

「千葉県公害対策審議会」設置

ばい煙規制法に基づき規制地域を指定（千葉市

等６市町）

総理府に「公害対策推進会議」設置

県衛生部に「公害課」設置 「公害防止事業団法」制定（ 施行）

「千葉県市原地区ナシ被害防止対策実施要綱」制定

「県立笠森鶴舞自然公園」を指定

「千葉県大気汚染緊急時対策実施要綱」（硫黄

酸化物の部）制定

「千葉県公害防止条例」全面改正（ 施行）

「千葉県公害紛争調停委員会」設置 公共用飛行場周辺における航空機騒音による

障害の防止等に関する法律」（航空機騒音防止

法）制定（ 施行）

「千葉県公害防止施設整備等促進条例」制定 「公害対策基本法」制定（ 施行）

総理府に「公害対策会議」設置

「千葉県公害研究所」発足 「大気汚染防止法」制定（「ばい煙規制法」廃

止）（ 施行）八幡製鉄 現新日鉄住金 君津製鉄所第 高炉火

入れ

県最初の「公害防止協定」を東京電力㈱と締結 「騒音規制法」制定 （ 施行）

大気汚染防止法に基づき規制地域を指定（木更

津市等４市町）

「硫黄酸化物に係る環境基準」（千葉・市原地

域等）閣議決定

第１次公害防止計画の策定指示

騒音規制法に基づき規制地域、規制基準等を告

示（千葉市など７市）

工業用水法に基づき指定地域を指定（市川市・

船橋市の一部以降順次指定地域を拡大）

「公害に係る健康被害の救済に関する特別措置

法」制定（ 施行）

「千葉県公害防止条例」全面改正 施行 「一酸化炭素に係る環境基準」閣議決定

公害課を「公害対策課」と「公害規制課」の２

課に組織改正

「水質汚濁に係る環境基準」閣議決定（

月告示）

我が国最初の光化学スモッグ被害が木更津で

発生

「水質汚濁に係る環境基準」（メチル水銀をア

ルキル水銀と総水銀に、大腸菌群数を追加）一

部改正（ 施行）
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年 月 県 年 月 国

「千葉県中小企業環境保全施設整備資金融資等

規則」の廃止（千葉県中小企業振興資金に統合

し環境保全資金を創設）

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の一部

改正（排出事業者による廃棄物適正処理を確保

するための対策強化、廃棄物処理施設の維持管

理対策の強化、産業廃棄物処理業の優良化推進

等）（ 施行）

「千葉県環境影響評価条例施行規則」の一部改

正（ 施行）（自然公園法及び自然環境保

全法の改正に伴う改正）

「水質汚濁防止法に基づき排水基準を定める条

例」の一部改正（ふっ素暫定排水基準の改正等）

「大気汚染防止法」及び「水質汚濁防止法」の

一部改正（測定結果未記録等への罰則創設、事

故時の措置範囲を拡大等）（ 一部施行・

施行）

｢千葉県分別収集促進計画｣ ～ 年度 策定

「千葉県環境保全条例施行規則」の一部改正（硝

酸性窒素等の暫定排水基準適用期間の延長）

（ 施行）

「排水基準を定める省令の一部を改正する省

令」の一部改正（ふっ素等暫定排水基準値の改

正等）（ 施行）

県内の天然ガス採取企業 社と地盤沈下防止細

目協定を改定締結

生物多様性条約第 回締約国会議（ ）開催

「名古屋議定書」「愛知目標」を採択

「千葉県立自然公園条例」、「千葉県自然環境

保全条例」の一部改正（ 施行）

｢地域における多様な主体の連携による生物の

多様性の保全のための活動の促進等に関する法

律｣の制定 施行

「バイオマス活用推進基本計画」閣議決定

｢千葉県海岸漂着物対策地域計画｣の作成 国連による「国際森林年」

「東日本大震災」発生。県内で液状化現象発生。 「大気汚染防止法施行規則」の一部改正（ばい

煙測定結果の記録・保存等）（ 施行）

第 次「千葉県廃棄物処理計画」策定

（計画期間 ～ 年度）

「水質汚濁防止法施行令」の一部改正（指定物

質の指定等）（ 施行）

「水質汚濁防止法施行規則」の一部改正（排出

水等の測定方法等を規定）（ 施行）

「千葉県環境影響評価条例施行規則」の一部改

正（ 施行）（千葉県立自然公園条例、同施

行規則、廃棄物処理法の改正に伴う改正）

自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物

質の特定地域における総量の削減等に関する特

別措置法に基づく「自動車排出窒素酸化物及び

自動車排出粒子状物質の総量の削減に関する基

本方針」の変更

「千葉県廃棄物の処理の適正化等に関する条

例」の一部改正（ 施行）

｢環境影響評価法｣の一部改正 方法書説明会の

実施等 施行 、配慮書手続きの新設

施行

｢千葉県立自然公園条例施行規則｣及び｢千葉県

自然環境保全条例施行規則｣の一部改正 関係条

例の改正に伴う所要の整備等 施行

｢水質汚濁防止法｣の一部改正 有害物質貯蔵指

定施設等の届出義務、有害物質の使用・貯蔵等

を行う施設の構造等に関する基準遵守義務の創

設等 施行

｢千葉県バイオマス活用推進計画｣の策定 東京湾等の｢化学的酸素要求量、窒素含有量及び

りん含有量に係る総量削減基本方針｣策定

｢千葉県環境影響評価条例｣の一部改正 方法書

説明会の実施等 施行

「環境教育等による環境保全の取組の促進に関

する法律」公布（「環境の保全のための意欲の

増進及び環境教育の推進に関する法律」の改正）

（ 施行）

｢平成二十三年三月十一日に発生した東北地方

太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により

放出された放射性物質による環境の汚染への対

処に関する特別措置法｣ 放射性物質汚染対処特

措法 の制定 施行

｢地域の自主性及び自立性を高めるための改革

の推進を図るための関係法律の整備に関する法

律｣ 第２次一括法 に基づき、騒音、振動、悪臭

に係る規制権限等が基礎自治体 市 に委譲され

る。 施行
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年 月 県 年 月 国

千葉県特定鳥獣保護計画の策定（ニホンザル、

ニホンジカ） 施行）

「千葉県環境保全条例」の一部改正（排出水の

自主測定結果の記録の保存義務と事故時の措置

について改正）（ 公布）（ 施行）

「千葉県環境保全条例施行規則」の一部改正

（排出水の汚染状態の測定に関する規定の改正）

（ ． 施行）

「千葉県環境保全条例施行規則」の一部改正

（ ジオキサンの排水基準の追加）

施行

「水質汚濁防止法に基づき排水基準を定める条

例」の一部改正（上乗せ対象の特定施設の追加）

（ 施行）

「水質汚濁に係る環境基準について」の一部改

正（水生生物の保全に係る水質環境基準に「直

鎖ｱﾙｷﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝｽﾙﾎﾝ酸及びその塩（ ）を追加）

（ 公布・施行）

「手賀沼水環境回復行動計画」の一部見直し ｢自然公園法」の一部改正 関係法令の制定に伴

う所要の整備等 公布・施行
「第 期千葉県自動車排出窒素酸化物及び自動

車排出粒子状物質総量削減計画」策定 放射性物質による環境の汚染の防止のための関

係法律の整備に関する法律（環境関係法令にお

ける放射性物質に関する適用除外規定の削除

等）（ 大気汚染防止法・水質汚濁防止

法に係る施行、 環境影響評価法に係る施

行）

「千葉県環境評価評価条例」の一部改正（法対

象事業における計画段階環境配慮書の手続の新

設に伴う改正）（ 施行），（法対象事業にお

ける環境保全措置等の公表等の手続の具体化に

伴う改正）（ 施行）

「千葉県環境評価条例施行規則」の一部改正（公

共用飛行場周辺における航空機騒音による障害

の防止等に関する法律施行令等の改正に伴う改

正）（ 施行），（法対象事業における環境保

全措置等の公表等の手続の具体化に伴う改正）

（ 施行）

「大気汚染防止法」の一部改正（アスベスト飛

散防止対策の強化）（ 施行）

「千葉県自然環境保全条例施行規則」の一部改

正（関係法令の改正に伴う所要の整備等）

（ 施行）

「千葉県自然公園特別地域における大規模な開

発行為に係る指導要綱」の一部改正（環境調査

評価専門委員会の廃止等）（ 施行）

「千葉県市町村災害廃棄物処理マニュアル策定

ガイドライン」の作成

「千葉県県外産業廃棄物の適正処理に関する指

導要綱」の一部改正（中間処理届出制から毎月

の実績報告制に変更）（ 施行）

「千葉県環境保全条例施行規則」の一部改正（事

業者の低公害車導入義務、低公害車の定義等の

見直し）（ 施行）

「千葉県地質環境対策審議会」の設置（

設置）

「千葉県環境影響評価条例施行規則」の一部改

正（風力発電の追加等）（ 施行）

「自然環境保全法」の一部改正（鳥獣保護法の

改正に伴う所要の整備）（ 公布・

施行）「千葉県環境影響評価条例に基づく対象事業等

に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係

る調査、予測及び評価を合理的に行うための手

法を選定するための指針並びに環境の保全のた

めの措置に関する指針を定める規則」の一部改

正（風力発電の追加等）（（ 施行）

「鳥獣保護及び狩猟の適正化に関する法律」が

改正され、題名も「鳥獣の保護及び管理並びに

狩猟の適正化に関する法律」となった。（

施行）

「環境影響評価法の規定による主務大臣が定め

るべき指針等に関する基本的事項」の一部改正

（放射性物質の除外規定の削除） 適用）
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年 月 県 年 月 国

「千葉県特定自動車部品のヤード内保管等の

適正化に関する条例」制定（ 施行）

「自然公園法施行規則」及び「自然環境保全法

施行規則」の一部改正（海岸法、河川法の改正

に伴う所要の整備）（ 公布・ 施行）

土壌汚染対策法施行規則の一部を改正する省令

（ ジクロロエチレンの土壌溶出量、第二溶

出量、地下水基準の変更）（ 公布及び施

行）

土壌汚染対策法に基づく指定調査機関及び指定

支援法人に関する省令及び土壌汚染対策法施行

規則の一部を改正する省令（同省令に基づく指

定事務に係る一部の権限が都道府県等に移譲）

（ 公布・ 施行）

水質汚濁防止法施行規則の一部改正及び排水基

準を定める省令の一部改正（カドミウムの排水

基準の変更）（ 公布･ 施行）

「水質汚濁に係る環境基準について」の一部改

正（トリクロロエチレンの環境基準の変更）

（ 公布及び施行）

県内企業 社と環境保全細目協定を改定締結 「排水基準を定める省令」の一部改正（ ジ

オキサンの暫定排水基準の見直し）

（ 公布・ 施行）
「千葉県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画」

の一部改正（ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基

本計画の変更に伴う改正） 「水銀による環境の汚染の防止に関する法律」

の制定（一部の規定を除き、水銀に関する水俣

条約が日本国について効力を生じる日から施

行）

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」一部改

正（災害廃棄物処理に係る規定の整備）

（ 公布・ 施行）

「水質汚濁防止法施行規則」及び「排水基準を

定める省令」の一部改正（トリクロロエチレン

の地下水の浄化措置命令に関する浄化基準及び

排水基準の変更）

（ 公布・ 施行）

県内の天然ガス採取企業 社と地盤沈下防止細

目協定を改定締結
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